
緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金 

「宣言地域外で特に外出自粛の影響を受けている地域」に関する資料(６月分) 

(令和 3年 7月 5日 青森商工会議所作成) 

 

 

 

資料出所  RESAS－地域経済分析システム 

抽出地域  青森県青森市 

抽出期間  2019年 

抽出結果  延べ宿泊者数 1,246,197人  対象地域からの宿泊者数率 72.2％ 

       緊急事態宣言  東京都  255,213人  京都府   21,056人 

               大阪府   46,431人  兵庫県   33,719人 

               愛知県   52,880人  福岡県   12,925人 

               北海道   46,006人  岡山県   9,400人 

               広島県   12,725人  沖縄県   2,309人 

       まん延防止等  埼玉県  125,186人  千葉県   80,084人 

       重点措置    神奈川県 154,193人  岐阜県   13,588人 

               三重県   8,999人  群馬県   18,875人 

               石川県   4,221人  熊本県   2,567人 

                           合 計  900,377人  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



 
 

 
 

 
 

 

【注意事項】 
 ●本資料は月次支援金の支給を確約するものではなく、不支給の場合でも当所は一切の責任を

おいません 

 ●本資料は月時支援金申請に添付するものではなく「保存書類」として事業者が保存しておく

資料に位置づけられるものです(R3.7.5 月時支援金事務局 相談窓口にて確認済) 


